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１-１. 事業概要

水道事業

水道法により次の目的が定められている
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■水道法 第１条（目的）

この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに、水

道の基盤を強化することによって清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、公衆

衛生の向上と生活環境の改善とに寄与することを目的とする。



２

水道事業の役割について

• 河川や井戸の水を汲み上げ、

浄水場できれいな水を作ること

• ポンプ場、配水池、水道管等

を通して、各家庭に安全な水を

届けること

■水道事業の役割とは

１-１. 事業概要

水道事業



• 鯖江市の水道事業は、昭和33年4月に創設

されて以来、これまで4回にわたる拡張事業を

経て、現在は普及率100％を達成している。

• 鯖江市の水源は、自己水源（井戸水）およ

び福井県が運営する日野川地区用水供給

事業からの浄水受水（購入）で構成されて

いる。割合は、井戸水が約3割、受水が約7

割であり、平成25年度以降は1日当たり

20,000㎥を受水している。

３

計画給水人口 70,100人

給水人口 68,179人

給水戸数 28,579戸

普及率 100％

有収水量（年間） 747万㎥

井戸数 13井

県受水量 ２万㎥/日

浄水・配水場数 10場

管路延長 634Km

■水道事業の概況 令和６年度末■水道事業の沿革

１-１. 事業概要

水道事業
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水道施設の配置状況
１-１. 事業概要

水道事業

水源井戸 13

配水池 10

ポンプ場 8
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会計の種類（一般会計、公営企業会計の違い）

■一般会計とは

• 目的：福祉、土木、観光、教

育など幅広い事業を実施

• 財源：主に税収入

■公営企業会計とは

• 目的：上下水道、病院等の、

独立採算制を原則とする企業

的な事業を実施

• 財源：主に料金収入

１-２.  経営状況

水道事業＋下水道事業



資本的

収支

収入 内部留保資金

国庫補助金 企業債借入金 収支不足額

支出

建設改良費 企業債償還元金

補填財源

損益勘定留保資金

積立金

過年度 当年度

収益的

収支

収入

水道料金、下水道使用料 長期前受金戻入益

支出

維持管理費、事業運営費、企業債償還利子 減価償却 資産減耗 純利益

６

会計の種類（公営企業会計の仕組み）

内部留保資金へ

積み立て

補てん

財源

１-２.  経営状況

水道事業＋下水道事業

現金が動かない費用

長期前受金戻入の現金収入は無い

減価償却費、資産減耗費の現金支出は無い
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収益的収入の内訳
【令和６年度決算ベース】

収益的支出の内訳
【令和６年度決算ベース】

収益的収支純損失額

149,729千円

• 主な収入は給水収益（水道料金）であり、全体の約89％を占めているため、水道料金の

設定が収益に大きく影響している。

• 主な支出は原水及び浄水費、減価償却費及び資産減耗費であり、原水及び浄水費の約

90％を県水受水費が占めている。

収益的支出

1,368,834千円

収益的収入

1,219,105千円

水道料金

1,089,141千円

原水及び浄水費

733,378千円

収益的収支の状況

１-２.  経営状況

水道事業

（うち県水受水費

657,000千円）
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資本的収入の内訳
【令和６年度決算ベース】

資本的収入

352,447千円

資本的支出の内訳
【令和６年度決算ベース】

資本的支出

580,060千円

• 主な収入は企業債（借金）である。

• 主な支出は、建設改良費と企業債償還元金。そのうちの36％を企業債償還元金が占めており、財政運

営上の負担となっている。

資本的収支不足額

227,613千円

資本的収支不足分補てんの内訳
【令和６年度決算ベース】

資本的収支の状況

企業債

294,400千円

損益勘定留保資金

195,332千円

建設改良費

371,362千円

１-２.  経営状況

水道事業
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■収支面

料金回収率82.7%、経常収支比率89.7%、累積欠損金比率179.3%

と、収支関連の3指標は類似団体を下回っており、給水原価に対し料

金収入が十分に確保できていない状況にある。

■施設・管路面

施設利用率は43.5%と類似団体を下回り、施設規模が現在の需要に

対し相対的に大きい。管路経年化率は35.3%と類似団体を上回る一

方、更新率は0.4%となっている。

■現場運営面

有収率は89.5%と類似団体を上回り、配水管理は概ね適切に行われて

いる。

経常収

支比率

累積欠

損金比

率

料金回

収率

施設利

用率
有収率

管路経

年化率

管路更

新率

本市 類似団体

指標

（％）

経常収支

比率

累積欠損

金比率

料金

回収率

施設

利用率
有収率

管路

経年化率

管路

更新率

本市 89.7 179.3 82.7 43.5 89.5 35.3 0.4 

類似団体 107.6 1.2 99.3 59.2 86.6 24.6 0.5 

経営比較分析表（令和６年度決算）

水道事業の経営指標

１-２.  経営状況

水道事業
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鯖江市では、平成19年度の料金改定以降10年以上

料金を据え置いており、この間、民間委託などによる経

緯費削減や、受水費についても県との協議により、約

８％削減を実現することで、料金改定を見送ってきた。
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（令和8年3月現在）水道料金の比較（20㎥/月口径13㎜）

（1か月につき、税込）

他市との水道料金比較

一般的な家庭の平均的使用水量である20㎥で比較した場合、県内

他市と比較して平均的な水準に位置している。

水道料金表

１-３. 料金の概要

水道事業

2,255 2,442 2,585 2,662 2,860 2,904 3,124 3,245 
3,597 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000
鯖江市除く8市平均2,852円

口径 基本水量 基本料金
第1段階

(~20㎥)

第2段階

(21~50㎥)

第3段階

(51~300㎥)

第4段階

(301㎥~)

13mm 5㎥まで 715円

143円 154円 165円 176円

20mm 5㎥まで 715円

25mm なし 3,300円

30mm なし 4,070円

40mm なし 5,500円

50mm なし 7,150円

75mm なし 11,000円

100mm なし 14,300円

150mm なし 22,000円



２. 下水道事業の概要

２-１.  事業概要

２-２. 経営状況

２-３.  使用料の概要
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下水道法により次の目的が定められている

■下水道法 第１条（目的）

この法律は、流域別下水道整備総合計画の策定に関する事項並びに公共

下水道、流域下水道及び都市下水路の設置その他の管理の基準等を定めて、

下水道の整備を図り、もつて都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与

し、あわせて公共用水域の水質の保全に資することを目的とする。

２-１. 事業概要

下水道事業
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下水道事業の役割について

• 生活や事業で出る汚水を集めて浄化し、地域の衛生環境を保つこと

• 雨水を集めて放流し、浸水から地域を守ること

■下水道事業の役割とは

２-１. 事業概要

下水道事業



• 鯖江市の下水道事業は、公共下水道事業と農

業集落排水事業から構成されている。

• 公共下水道事業は日野川の東側を対象に、昭和

48年から整備を進め、生活排水や工場排水を終

末処理場で処理している。

• 農業集落排水事業は日野川の西側を対象に、昭

和62年から整備を行い、現在は６つの処理区域

に分けて排水処理を行っている。

• 現在、鯖江市の整備は終盤を迎え、令和6年度

末で公共下水道は74.2%、農業集落排水事業は

17.7%の普及率となっている。
13

公共下水道 農業集落排水

排水区域内人口 50,560人 12,093人

普及率 74.2％ 17.7％

水洗化済人口 47,475人 11,415人

水洗率 93.9％ 94.4％

水洗化戸数 17,170戸 4,094戸

年間総有収水量 6,097,689㎥ 1,083,961㎥

汚水管延長 414.9㎞ 104.3Km

■下水道事業の概況■下水道事業の沿革

２-１. 事業概要

下水道事業
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公共下水道整備区域図 農業集落排水処理区域図

日野川

日野川下水道事業の整備状況

２-１. 事業概要

下水道事業



２. 下水道事業の概要

２-１.  事業概要

２-２. 経営状況

２-３.  使用料の概要
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収益的収入の内訳

収益的収入

1,999,024千円

収益的支出の内訳

収益的支出

2,044,271千円

収益的収支純損失額

45,247千円

• 主な収入は、使用料収入と長期前受金戻入、他会計負担金。

• 主な支出は、減価償却費や資産減耗費、処理場費。

• 収益的収入における他会計負担金は一般会計からの繰入金のことで、4億6,200万円を繰り入れている。

下水道使用料

1,079,846千円

減価償却及び

資産減耗費

1,356,299千円

収益的収支の状況

２-２. 経営状況

下水道事業
※公共下水道事業（令和６年度決算）

他会計負担金

462,000千円

処理場管理費

362,628千円
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資本的収入の内訳

資本的収入

2,765,823千円

資本的支出の内訳

• 収入は、補助対象事業の財源としての国庫補助金に加え、企業債や受益者負担金などで構成されて

いる。

• 支出は主に建設改良費と企業債償還金で成り立っている。また、資本的収入における他会計補助金

は一般会計からの繰入金を指し、3億8,270万円繰り入れている。

• 資本的支出のうち、約80％を企業債償還金が占めており、経営を圧迫している。

資本的収支不足額補てんの内訳

下水道事業債

1,010,200千円

資本的収支不足額

347,009千円

損益勘定留保資金

274,835千円

資本的支出

3,112,832千円

企業債償還金

1,548,181千円

建設改良

1,564,651千円

資本的収支の状況

２-２. 経営状況

下水道事業
※公共下水道事業（令和６年度決算）

他会計補助金

382,700千円
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収益的収入の内訳

収益的収入

377,246千円

他会計負担金及び補助金

116,900千円

収益的支出の内訳

収益的支出

376,333千円

収益的収支純利益額

９１３千円

• 主な収入は、使用料収入と長期前受金戻入、他会計負担金・他会計補助金。

• 主な支出は、減価償却費や資産減耗費、処理場管理費。

• 収益的収入における他会計負担金・他会計補助金は一般会計からの繰入金のことで、１億1,690万円

を繰り入れている。

下水道使用料

176,933千円

減価償却及び

資産減耗費

207,904千円

収益的収支の状況

２-２. 経営状況

下水道事業
※農業集落排水事業（令和６年度決算）

処理場管理費

107,782千円
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資本的収入の内訳

資本的収入

88,900千円

資本的支出の内訳

• 収入は、下水道事業債や他会計補助金などで構成されている。

• 支出は主に建設改良費と企業債償還金で成り立っている。また、資本的収入における他会計補助金

は一般会計からの繰入金を指し、3,720万円繰り入れている。

• 資本的支出のうち、96％を企業債償還金が占めており、経営を圧迫している。

資本的収支不足額補てんの内訳

下水道事業債

46,000千円

資本的収支不足額

89,206千円

損益勘定留保資金

89,206千円

資本的支出

178,106千円

企業債償還金

170,566千円

建設改良

7,540千円

資本的収支の状況

２-２. 経営状況

下水道事業
※農業集落排水事業（令和６年度決算）

他会計補助金

37,200千円
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■収支面

経常収支比率98.1%、経費回収率83.2%と、収支関連の2指標は類

似団体を下回っており、汚水処理原価に対し使用料収入が十分に確保

できていない状況にある。

■施設・管路面

施設利用率は60.1%と類似団体と同水準にあり、施設規模は需要に見

合っている。管渠老朽化率は1.1%と類似団体を下回っている。

■現場運営面

水洗化率は93.9%と類似団体を上回る水準にある。

経常収

支比率

累積欠

損金比

率

経費回

収率

施設利

用率

水洗化

率

管渠老

朽化率

管渠改

善率

本市 類似団体

経営比較分析表（令和６年度決算）※公共下水道のみ

指標

（％）

経常収支

比率

累積欠損

金比率

経費

回収率

施設

利用率
水洗化率

管渠

老朽化率

管渠

改善率

本市 98.1 0.0 83.2 60.1 93.9 1.1 0.0

類似団体 106.4 6.3 98.0 65.0 93.1 3.2 0.1

下水道事業の経営指標

２-２. 経営状況

下水道事業



２. 下水道事業の概要

２-１.  事業概要

２-２. 経営状況

２-３.  使用料の概要
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（令和8年3月現在）

県内9市における下水道使用料を比較すると、鯖江市

は県内市の平均的な水準にある。なお、前回の使用料

改定は平成２８年度に実施している。こうした中、下水

道事業の令和６年度決算は赤字となっており、今後は

施設の老朽化対策費の増加が見込まれることから、使

用料のあり方について検討が必要な状況にある。

（1か月につき、税込）下水道料金表

下水道使用料の比較（20㎥/月）

他市との下水道使用料比較

２-３. 使用料の概要

下水道事業

鯖江市除く8市平均3,031円

2,585 2,618 2,673 
3,025 3,036 3,190 3,245 3,256 

3,872 
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３. 今後の課題等

３-１.  現状と課題

３-２. 経営環境

３-３.  将来推計

３-４. 経営健全化の取組



水道事業の現状と課題
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３-１. 現状と課題

水道事業

鯖江市の水道事業は昭和33年度の創業以降、拡張事業により発展してきた。近年は人口減少や節水機器の普及に

より、水需要と給水収益が減少傾向にある。平成27年度と令和６年度を比較すると、有収水量は4.1％減少、給水収

益は3.7％減少している。県水受水の本格化以降は単年度赤字が続き、累積欠損金は約２０億円に増加している。こ

れに伴い内部留保資金も減少し、経営基盤の弱体化が進んでいる。

■現状

純利益の推移

1,131 1,139 1,139 1,159 
1,115 

987 

1,128 
1,084 

971 

1,089 
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(百万円)

△ 269
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0
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2,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(百万円)

総収入 総費用 当期純利益

水道料金

※損益勘定内部留保資金＝減価償却費+減耗費ー長期前受金戻入+当期純利益（△損益）

令和6年度末累積欠損金約20億円！



水道事業の現状と課題
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３-１. 現状と課題

水道事業

課題としては、異常気象や震災にも対応できる水道事業の展開が求められており、まず挙げられるのが老朽管の更新である。本市の管路延長は634km

に及び、管路の法定耐用年数の1.5倍である60年を経過した管路を老朽管として管理している。第3次拡張期（昭和47年度～平成15年度）に建設さ

れた管路が更新対象となる令和15年度以降、老朽管が大量に発生する見込みである。

このため、老朽管の更新を計画的に進めることが不可欠であり、更新ペースの引き上げを図るとともに、導水・送水管や重要給水施設への配水管などの

重要管路や、漏水原因となる塩化ビニル管等の更新を重点的に実施する必要がある。これらを実現するためには財政基盤の強化が不可欠であり、今後

の資金不足を見据え、水道料金の見直しを含めた持続可能な事業運営の確立が課題となっている。あわせて、県水受水に伴い、浄水・配水施設のダウ

ンサイジングを進めていく必要がある。

■課題

老朽管の状況（昭和34年布設）
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

R7 R9 R11 R13 R15 R17 R19 R21 R23 R25 R27 R29 R31 R33 R35

老朽管延長 老朽化率（更新なし）

今後発生する老朽管
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３-１. 現状と課題

下水道事業

■現状

純利益の推移下水道料金

1,033 1,087 1,095 1,068 1,061 1,076 1,079 1,057 1,053 

173 
179 180 176 182 182 183 178 177 

1,205 
1,266 1,275 1,245 1,243 1,258 1,262 1,235 1,230 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(百万円)

12

220
82 77 103 132 158 99

△ 42△ 500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

(百万円)

総収入 総費用 当期純利益

下水道事業は、整備がおおむね完了し、水洗化率は94.0％まで進展している。このため新規接続者の増加余地は小さく、

人口減少の影響が上回る状況となっている。下水道使用料収入は令和4年度をピークに、令和5年度以降はわずかに減

少傾向にある。排水人口は令和5年度から減少に転じており、今後も使用料収入の増加は見込みにくい状況にある。ま

た、収支は年度によって変動しており、令和6年度は総費用が総収入を上回り、赤字となっている。

※公共下水 ※公共下水
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３-１. 現状と課題

下水道事業

課題としては、異常気象や震災時にも安定した処理機能を確保できる下水道事業の展開が求められるが、まず挙げられ

るのが老朽化した管渠への対応である。本市の下水道管渠は昭和50年代から整備が進められ、整備延長は公共下水

道約400km、農業集落排水約105kmに及んでいる。このうち、布設後30年以上を経過した管渠が全体の約50％を占

めており、今後は更新需要が急速に増加する見込みである。また、下水処理を担う鯖江市環境衛生センターについても

老朽化が進んでおり、今後は計画的な改築を進めていく必要がある。このため、管渠の更新および処理場の改築を計画

的に進めるとともに、そのための資金確保を検討する時期となっている。

■課題

汚水管渠の整備状況

道路陥没 劣化したマンホール蓋
0
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300
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0
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S50以前 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 R1 (年度)

整備延長（km）（公共） 整備延長（km）（農集）
累計整備延長（km）（公共） 累計整備延長（km）（農集）

整備後３０年を経過した管渠
約３０３㎞（約５０％）



３. 今後の課題等

３-１.  現状と課題

３-２. 経営環境

３-３.  将来推計

３-４. 経営健全化の取組
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行政区域内人口は平成30年の

69,374人をピークに減少している。

国立社会保障・人口問題研究

所の地域別将来推計人口では

令和33年度には58,749人となる

ことが示されている。

３-２. 経営環境

水道事業＋下水道事業

（令和8年3月現在）

■人口減少について

人口減少について

■行政区域内人口の予測
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マイナス金利解除後の政策金利引き上げに

より長期金利は上昇しており、今後も上昇

基調が続く可能性が高い。企業債に依存す

る本事業では、今後、利息負担の増加が見

込まれる。これまでの低金利を前提として料

金水準では財政運営に支障をきたすおそれ

があり、料金改定が必要である。

金利上昇について

■金利上昇

３-２. 経営環境

水道事業＋下水道事業
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75
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135

H18.3 H20.3 H22.3 H24.3 H26.3 H28.3 H30.3 R2.3 R4.3 R6.3

(％)
光熱・水道

電気代

ガス代

上下水道

設備修繕・維持

（消費者物価指数）

物価上昇について

３-２. 経営環境

水道事業＋下水道事業

■物価は全体的に上昇傾向

事業運営に関わる主要費目の消費者物価指数は、いずれも

明確な上昇基調にあります。令和2年を100とした指数で、令

和6年3月時点では設備修繕・維持が約123、電気代・ガス

代・光熱・水道費が115～120の水準に達しており、令和3年

以降のエネルギー価格高騰や資材・人件費上昇を背景に、上

昇ペースが加速しています。

■「設備修繕・維持」費の上昇が最大

特に施設の維持管理コストを反映する「設備修繕・維持」が最

も高い水準まで上昇しており、今後の建設改良・維持費用が

一段と膨らむことが見込まれます。

■料金水準と提供コストの乖離

一方、「上下水道」の指数はほぼ横ばいで、提供コストの上昇

に料金水準が追い付いていません。現行料金のままでは収支

均衡の確保が困難であり、料金改定による収支構造の見直し

が必要です。



経営資金の

不足

企業債の償還

物価の上昇

施設の防災・減災対策

(耐震化等)

老朽化施設の

更新

人口減による

収入減少

28

３-２. 経営環境

水道事業＋下水道事業



３. 今後の課題等

３-１.  現状と課題

３-２. 経営環境

３-３.  将来推計

３-４. 経営健全化の取組
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・ 上下水道事業において、令和６年度に「下水道事業」令和７年度に「水道事業」の経営戦略を策定しています。

・ この「経営戦略」において各事業で１０年間の収支計画を策定しています。

収支計画とは

収支計画は、投資（維持管理費や建設費、企業債償還金等）や財源（使用料収入、補助金、他会計繰

入金等）について、社会情勢や市の計画内容を踏まえ、将来にわたる投資・財源の見通しを立てることにより、収

支予測を行うことである。

本検討委員会で説明する収支計画

経営戦略の

収支計画

収支計画の

見直し

・ 直近の決算を反映し、収支計画を見直しました。

・ 最新の物価上昇を加味し、収支予測を更新しました。

・ 下水道事業については、金利を1.0％から1.5％へ変更しました。

３-３. 将来推計

水道事業＋下水道事業

財政収支予測について
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給水人口は、減少する見込みであり、

将来的には給水収益も減少する可能

性が高く、人口動態を踏まえた収益予

測と、料金体系の見直しや水使用効

率を組み合わせ、安定的な運営を維

持することが課題になる。

行政区域内人口・給水人口・普及率の予測

３-３. 将来推計

水道事業

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

給水人口 68,1 67,8 66,5 66,3 66,1 65,8 65,6 65,4 65,1 64,8 64,5 64,2

普及率 100. 100. 100. 100. 100. 100. 100. 100. 100. 100. 100. 100.
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収支差額（当期純利益）

基準外繰入金により表面的には黒字を維持しているものの、実態は一貫して赤字決算であり、今後も赤字

が見込まれる。経営戦略では一般会計からの経営補助により収支均衡を保っているが、持続的な経営のた

めには、当該経営補助分について料金改定による収入確保が必要である。

△ 150
△ 216

△ 160

215 184 157 146 135 135 127 122 111

△ 154 △ 220 △ 164 △ 167 △ 198 △ 226 △ 239 △ 250 △ 251 △ 259 △ 265 △ 276

4 4 4

382 382 383 385 385 386 386 387 387

△ 400

△ 200

0

200

400

600

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

（百万円） 収支差額（当期純利益） 収支差額(当期純利益)経営補助なし 経営補助(基準外繰入金）

３-３. 将来推計

水道事業
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料金回収率

給水原価の上昇と供給単価の横ばいにより料金回収率は低下傾向となり、経営努力だけでは吸収しきれな

いコスト増が進行していることから、将来的な料金水準や事業運営のあり方を検討するうえで、重要な判断材

料となる見込みである。
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３-３. 将来推計

水道事業
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資本的収支
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(百万円) 企業債償還金 建設改良費 工事負担金 国県等補助金 企業債

資本的収入は企業債と国庫補助金を主財源とし、事業規模に応じて変動する。建設改良費の増加に伴い

資本的支出は増加し、企業債の借入も増える見込みである。計画期間を通じて収入が支出を下回る構造が

続き、不足額は補填財源で対応するほか、将来的には企業債の償還負担の増加が見込まれる。なお、毎年

度の事業は投資可能額に応じて平準化を図りながら実施していく。

３-３. 将来推計

水道事業
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内部留保資金

基準外繰入金を含めた総額では増加する見込みであるが、これを除くと減少し、令和11年にはマイナスとなる

見通しである。マイナスとなった場合、企業債元金の償還に支障を来すおそれがあることから、料金改定が必

要となる。
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３-３. 将来推計

水道事業
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現状と今後の悪化見通し 健全 警戒 悪化 深刻

指標＼年度 R7決算見込 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14以降

当年度純利益(億円)
黒字か赤字か

赤字
▲2.2

赤字
▲1.6

赤字拡大
▲1.7

大赤字
▲2.0

深刻
▲2.3

深刻
▲2.4

深刻
▲2.5

深刻
▲2.5~2.8

内部留保資金(億円)
残高はあるか

残あり
8.0

減少中
6.6

減少中
3.8

減少中
1.0

枯渇
▲1.1

枯渇拡大
▲1.7

深刻
▲2.0

深刻
▲2.4~7.1

料金回収率(%)
100%以上か

不足
77.8%

不足
82.5%

不足
82.3%

不足
80.5%

深刻
79.0

深刻
78.3

深刻
77.7

深刻
76.4~77.7

必要条件と対応方法

指 標 必要条件 対応方法

当年度純利益
黒字か赤字か

プラス
＝収益的収支がプラス

・料金改定による収入増
・経費削減による支出削減

内部留保資金
残高はあるか

プラス
＝資本的収支の補填財源有

・料金改定による収入増
・企業債借入額の増加

料金回収率
料金で給水費用を回収できているか

100%以上
未満＝他収入で穴埋め状態

・料金改定による収入増
・経費削減による支出削減

３-３. 将来推計

水道事業

水道事業は経営補助に依存した経営に移行
水道事業は慢性的赤字、補填財源も急減し早期枯渇見込み、料金回収率は既に100%未満
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行政区域内人口・給水人口・普及率

処理区域内人口及び水洗化人口は、

減少する見込みであり、将来的には下

水道使用料収益も減少する可能性が

高く、人口動態を踏まえた水洗化の促

進や使用料体系の見直しにより、安定

的な運営を維持することが課題になる。

減少の見込み

３-３. 将来推計

下水道事業
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収支差額（当期純利益）

基準外繰入金により表面的には黒字を維持しているものの、令和９年度以降は実態として一貫して赤字

決算となり、今後も赤字が見込まれる。経営戦略では一般会計からの経営補助により収支均衡を保ってい

るが、持続的な経営のためには、当該経営補助分について料金改定による収入確保が必要である。
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（百万円） 収支差額(当期純利益) 収支差額(当期純利益)経営補助なし 経営補助(基準外繰入金)

収支差額＝総収益から総費用を差し引いた額

３-３. 将来推計

下水道事業
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経費回収率

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標。

現在、既に100%を下回り、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入により賄われていることを意味するた

め、適正な使用料収入の確保が必要である。
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３-３. 将来推計

下水道事業
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資本的収支

資本的収入は企業債と国庫補助金を主財源とし、事業規模に応じて変動する。建設改良費の増加に伴い

資本的支出は増加し、企業債の借入も増える見込みである。計画期間を通じて収入が支出を下回る構造が

続き、不足額は補填財源で対応するほか、将来的には企業債の償還が高水準で推移する見通し。なお、毎

年度の事業は投資可能額に応じて平準化を図りながら実施していく。
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３-３. 将来推計

下水道事業
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内部留保資金

基準外繰入金を含めた総額では増加する見込みであるが、これを除くと減少し、令和9年にはマイナスとなる

見通しである。マイナスとなった場合、企業債元金の償還に支障を来すおそれがあることから、料金改定が必

要となる。

1,066 

543 
301 197 206 339 

656 

1,099 

1,632 

2,272 

2,965 

△ 331

△ 886

△ 1,349
△ 1,632

△ 1,813 △ 1,920 △ 1,935 △ 1,914

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

（百万円）
内部留保資金 内部留保資金(基準外を除く)

３-４. 下水道事業の将来推計

下水道事業
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下水道事業は今まで以上に経営補助に依存した経営状態に
経営補助なしでは毎年▲2億円規模の慢性赤字、内部留保資金はR9で枯渇、経費回収率は終始100%未満

現状と今後の悪化見通し 健全 警戒 悪化 深刻

事業運営上注視すべき3つの指標

指 標 必要条件 対応方法

当年度純利益
黒字か赤字か

プラス
＝収益的収支がプラス

・料金改定による収入増
・経費削減による支出削減

内部留保資金
残高はあるか

プラス
＝資本的収支の補填財源有

・料金改定による収入増
・企業債借入額の増加

経費回収率
使用料収入で回収すべき汚水処理費が

回収できているか

100%以上
未満＝他収入で穴埋め状態

・料金改定による収入増
・経費削減による支出削減

指標＼年度 R7決算見込 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14以降

当年度純利益(億円)
黒字か赤字か

黒字
0.3

黒字
0.4

赤字
▲2.0

赤字拡大
▲2.1

赤字
▲2.1

赤字
▲2.0

赤字
▲2.0

慢性赤字
▲1.0~1.9

内部留保資金(億円)
残高はあるか

残あり
5.4

減少中
3.0

枯渇
▲3.3

枯渇拡大
▲8.9

深刻
▲13.5

深刻
▲16.3

深刻
▲18.1

深刻
▲19.0

経費回収率(%)
100%以上か

不足
82.3%

不足
81.8%

不足
85.4%

不足
84.9%

不足
85.1%

不足
85.6%

不足
85.4%

不足
86~88%

３-３. 将来推計

下水道事業



３. 今後の課題等

３-１.  現状と課題

３-２. 経営環境

３-３.  将来推計

３-４. 経営健全化の取組
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01 投資の平準化

年度ごとに事業費を調整し、一時的な

財政負担を抑制します。

02 施設のダウンサイジング

給水量の減少に合わせて、施設の容量

を最適化します。

03 施設の統廃合

老朽施設を廃止し、他施設へ統合する

ことで効率化を図ります。

04 省エネルギー機器の導入

高効率ポンプ等を導入し、CO₂排出量

の抑制に努めます。

05 包括的民間委託の拡大

複数業務の一括委託を継続し、今後

は浄配水場の運転管理へ拡大を検討

します。

06 収納率の向上

包括的民間委託により民間ノウハウを

活用し、収納率を向上させます。

07 施設の耐震化

老朽施設の更新と基幹管路の耐震化

を推進し、災害に強いライフラインを構

築します。

08 09水道DXの推進

衛星画像や管路情報をAIで解析し、

漏水調査の費用・期間を削減します。

３-４. 経営健全化の取組

水道事業

水道料金の見直し

人口減少・物価高騰に伴う費用増加

に対応するため、料金改定を検討しま

す。
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01 投資の平準化

物価や社会情勢の変化を考慮し、年度ごと

に事業費を調整。一時的な財政負担を抑

制します。

02 省エネルギー機器の導入

設備更新時に省エネルギータイプの機器を

導入し、経営コストの削減を図ります。

03 水洗化率の向上

下水道への接続を促すため、引き続き周知

・啓発活動を実施します。

04 包括的民間委託の拡大

窓口・料金徴収・漏水業務等の複数業務

を一括して民間事業者に委託し、効率的・

効果的に運営します。

05 収納率の向上

包括的民間委託により民間ノウハウを活用

し、下水道使用料の収納率を向上させます

。

06 下水道使用料の見直し

人口減少・排水需要の見通しや、環境衛

生センター・農業集落排水処理施設の更

新・修繕需要を踏まえ、使用料の改定が

必要です。

３-４. 経営健全化の取組

下水道事業
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開催時期 主な内容

第１回委員会 ５月２５日（月）
・諮問

・上下水道事業の事業概要、今後の課題等

第２回委員会 ７月10日（金）
・上下水道料金の適正性

・料金体系の検討

第３回委員会 ９月中旬
・上下水道料金改定（案）

・改定案後の影響

第４回委員会 １０月中旬 ・答申（案）の検討

第５回委員会 １０月下旬 ・市長への答申

委員会開催時期及び内容

水道事業＋下水道事業
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